
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　職員数には当該職員を含んでいない。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

 　　　

飯島町の給与・定員管理等について

26年度

（参考）類似団体平均

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

一人当たり給与費

千円

5,606

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。

千円

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

101 340,880 123,588

    　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、

41,575
26年度

　　　　　　Ａ

人 件 費 率人 件 費

職員数

実 質 収 支歳 出 額住民基本台帳人口

4,687,669

人　

　　　　　　Ａ　　　　　（26年１月１日）

17.7852,046174,521

5,010

給与費 B/A

千円

給　 料 職員手当

（参考）

区　　分

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

9,859

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　　　　　　％

区　　分

　　　　　千円 千円

　　計　　Ｂ

人

期末・勤勉手当

25年度の人件費率Ｂ／Ａ

　　　　　　％

18.2

千円

一人当たり

　　　　　　Ｂ

506,043

      ２　職員数は、26年４月１日現在の人数である。

(H27.4.1)

94.6

(H27.4.1)

95.5

(H27.4.1)

95.8(H24.4.1)

95.7
(H24.4.1)

94.6

(H24.4.1)

95.5(H25．4．1)

95.2
（Ｈ25.4.1）

94.5

（Ｈ25.4.1）

95.4
（H26.4.1）

95.1

（H26.4.1）

95.2

（H26.4.1)

95.6

90

95

100

飯島町 類似団体平均 全国町村平均
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①給料表の見直し

　　　[　　実施　　　]

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

②地域手当の見直し
　
　　支給なし

③その他の見直し内容

管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）
　

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　　　　①一般行政職

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

（内容）  一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。
　　　　　給料表引下げによる激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置
       　（現給保障）を実施。

国

174,200 円

142,100 円

飯島町

340,200

43.5

―

357,020 円

区　　　　　分

（2) 職員の初任給の状況 （２７年４月１日現在）

（２７年４月１日現在）

148,400

一般行政職

高　校　卒

経験年数３０年

円

円

円 ―

―

長野県

経験年数１０年区　　　　分

183,100

経験年数２０年 経験年数2５年

円

円円

類似団体

　　　  　るものである。　

円

円国

円309,632

408,996

174,200

372,514

円334,283 円

42.0

（注）１　「平均給料月額」とは、２７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
       ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当　　　　　 
　　　　  などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされてい

円

円

323,408 円

-

円407,228

円

飯島町

平均給与月額

歳 289,300

平 均 年 齢区　　分 平均給料月額

（２７年４月１日現在） (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

 (４) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の
支給割合の見直し等に取り組むとされている。

（給料表の改定実施時期）　　平成２７年４月１日

円

円

39.3

45.5

142,100

大　学　卒

円

歳

長野県

円

310,711

375,427

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等
　　　  　を除いたもの）で算出している。

歳

歳

334,182

円円

356,283

311,000
一般行政職

261,240大　学　卒

高　校　卒 282,500

円

平均給与月額

（国ベース）

※空欄は記載要領による４人以上の当該職員が不在のため。
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

現在、昇給への勤務成績の反映は行っていません。

％

1号給の
給料月額

（注）１　飯島町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

％

4

（注）平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

課長
人

％

18.1

課長
5.6

主任

（２７年４月１日現在）

7

構成比職員数

13

％

4

４　　級

５　　級

６　　級
5.6

30.6

課長補佐　　係長　　室長
担当幹　　専門幹　　園長

主査　　

２　　級

３　　級

人

％

9.7

30.6

人 ％

人

22

区　　分

人

標準的な職務内容

主事　１　　級

人

22

315,800

円

円

137,600

円

円

258,300

円

285,000

円

347,700

円

187,700

円

223,900

301,900

最高号給の
給料月額

円

244,900

390,700

円

円

円

378,700

407,900

１級

18.1%
１級

15.1% １級

6.8%

２級

9.7% ２級

8.2%
２級

8.1%

３級

30.6%
３級

37.0% ３級

43.2%

４級

30.6%
４級

26.0% ４級

23.0%

５級

5.6% ５級

4.1%
５級

13.5%

６級

5.6%
６級

9.6%

６級

5.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２７年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

勤務成績を反映し、支給しています。

（2) 退職手当

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 2～45％ 定年前早期退職特例措置 ２～45％

（退職時特別昇給　　　　勧奨退職時　4号昇給）

１人当たり平均支給額 千円

 (3) 地域手当

（２７年４月１日現在　：　支給なし）

 (4) 特殊勤務手当

処理作業１件につき５００円

（２６年度）

1.50

41.325

25.5562520.445

29.145 34.5825

1.45 1.45

役職加算　　　 ５％～２０％

管理職加算　１０％～２５％

長　　　　　野　　　　　県

管理職加算　１５％～２５％

（２７年４月１日現在）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

１人当たり平均支給額

役職加算　５％～１５％

0.70

2.60

役職加算　　　 ５％～２０％

2.60

（２６年度支給割合）

（２６年度）

20.445

－

国飯　　　　　島　　　　　町

１人当たり平均支給額

2.00

国

（２６年度支給割合）

1,339

49.590

1.50

49.590

25.55625

（２６年度支給割合）

49.590

29

20,811

14,500 　円

　％

千円

49.590

伝染病防疫に従事する職員

行旅人及び行旅死亡人法第７条に規定する作業に従
事した職員

犬猫等の死体処理に従事した職員

41.325

0.70

犬猫等死体処理手当

主な支給対象職員・業務

伝染病防疫手当

その1日につき８００円

29.145

2.60

1.45

手当の種類（手当数）

手当の名称

特殊業務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２６年度）

（２７年４月１日現在）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２６年度に退職した職員に支給された平均額である。

49.590

作業１日につき５００円

49.590

1,643

飯　　　　　島　　　　　町

34.5825

1.50

0.70

左記職員に対する支給単価

支給実績（２６年度決算）
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 (5) 時間外勤務手当

（6) その他の手当

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

５　特別職の報酬等の状況

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額）　　　　　　　　　　（支給時期）

給料月額　×　在職月数　×　42.5/100 円 任期ごと

給料月額　×　在職月数　×　25.4/100 円 任期ごと

給料月額　×　在職月数　×　19/100 円 任期ごと

　　 ２　退職手当の「１期の手当額」は、　４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における
　　　　退職手当の見込額である。

国の制度と

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ６ 年 度 決 算 ）

平均支給年額

町 長

3.05

教 育 長

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

同

584,200

494,200

509,500

288,200

期
末
手
当

教 育 長

議 長

副 議 長

　　（２６年度支給割合）

町 長

副 町 長

220,500

3,852

副 議 長

3,685

2,715

円／

片道２km以上

385,200

9,095

円

（２６年度決算）

245,811

（参考）類似団体における最高／最低額

円

826,500 円

245,667

（２６年度決算）異なる内容

支給職員１人当たり

13,830

164

36,200

支給実績

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ５ 年 度 決 算 ）

国の制度

手　当　名

教 育 長

支 給 実 績 （ ２ ５ 年 度 決 算 ）

扶養手当 同配偶者・子及び父母

（２７年４月１日現在）

管理職手当

560,800

との異同内容及び支給単価

143

（２７年４月１日現在）

同住居手当

異通勤手当

管理職（課長）

借家・借間及び自宅

距離区分

議 長

給

料

報

酬

654,900

200,000

円／

円／

退
職
手
当

副 町 長

備　　　　考

　　（２６年度支給割合）

630,000

3.05副 町 長

議 員

町 長

16,608

議 員

198,000

689,400

給 料 月 額 等区 分

355,000

301,000

支 給 実 績 （ ２ ６ 年 度 決 算 ）

円／

円

円

7,122,566

円／

14,063,760

145,100

164,000

円

316,000

508,000円／

410,000

千円

千円

千円

千円

4,646,640
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人

人）

人

人）

人

（2)年齢別職員構成の状況

　

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

主 な 増 減 理 由

総合計画（後期）策定、企画政策課新設

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　

101.56

116.61人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　

＜参考＞

1

介護保険事業の業務増

44歳

～

113

43歳 47歳 55歳

14
人 人

6

51歳

人

56歳

～

52歳

～

59歳

48歳

人人
11 16

～

40歳

23歳

36歳

39歳

人

～
（２７年４月１日現在）

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

区　分

未満

～

20歳

27歳 31歳

24歳

異動欠員の不補充
普
通
会
計
部
門

114

0

0

9
3
8

教育部門

職 員 数

3

小　計 -1

平成２６年

20歳

121.84

異動欠員の不補充

102.29人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　

（類似団体の人口１万人当たり職員数

91.04

（類似団体の人口１万人当たり職員数

114

60歳

～

2
人

計

114

[       139       ］

人

以上35歳

～ ～

32歳28歳

職員数
2

人
10

　公
　営
　企会
　業計
　等部

水道

その他

合　　計

小　計

下水道
8

3
2

817
人 人

14
人 人

9

[       139       ］

0

14 13

1

-112

101

3

～

一
般
行
政
部
門

8
商工

27
9

2

民生

計

土木

議会

税務
総務

衛生

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

農林水産

[       0 　　  ］

0

0

89

0
2

9
0

100

11

7

89

平成２７年

5

9
2626

-2

25

対 前 年
増 減 数

2 0

＜参考＞

2

＜参考＞

0
0

～

0%

5%

10%

15%

20%

25%

２０

歳

未

満

２０

❘

２３

２４

❘

２７

２８

❘

３１

３２

❘

３５

３６

❘

３９

４０

❘

４３

４４

❘

４７

４８

❘

５１

５２

❘

５５

５６

❘

５９

６０

歳

以

上

構成比

５年前の構成比
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(3)職員数の推移

（単位：人・％）

（％）

（％）

（％）

（％）

（％）

（％）

(注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数

　　　２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数

0

10 12 11 0

1総合計 113 109 112 109 114 114

96 99

公営企業等会計計 13 13 13 12 13

普通会計計 100

消防 0 0 0

教育 11 10 10

一般行政 87

２３年 ２４年
年度

89 86 89

部門別
２２年

89 089

２５年 ２６年 ２７年

人

人

人14

0 0

1

0

100 097 101

人

過去５年間の増減率（率）

0.0

0.0

0.0

7.7

0.9

人

人
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